







1. Memoire sur l'usage des monnaies. [Harsin, vol.1, pp. 166-194, II]
2. Memoire sur le denier royal.[Harsin, vol.3, pp. 38-61, XXI]
3. Projet d'Edit.[Harsin, vol.3, pp. 62-76, XXII]
4. Projet d'une nouvelle forme d'asseo[i]ret recevoir les revenus de































































































































































































































































































































＊Ａ　［追加部分］　本稿p. 278 ( 3 )｡写本の第４論文，第１葉の表面
　　(p.lに相当）。 Ｐ．アルサン編『ジョン・ロー全集』第３巻p. 30.
　Proiet d'une nouvelle forme d'asseo［i］ret recevoir /





　・ロー全集』第３巻p. 31ではくelection de Noyon〉という地名が見
　られ, p. 34ではくgeneralite de Ｎｏｙｏｎ〉という地名が見られるが，ア
　ルサンは脚注で〈Noyon〉を〈Niort〉と訂正している。このマニュス
　クリプトではそれが〈Nyort〉と書かれている。4）










pour etablir et executer la taxe proposee sur les/
Maisons/
Quellques certains que soient les calculs, et/
les raisons sur lesquelles on a cy-dessus fonde la/
possibility et les avantages d'une taxe sur les/
maisons, cependant il ne seroit pas de la prudence/
de S. A. R. d'entreprendre un changement aussy/
considerable, sans auparavant s'estre assure du/
succes ainsy qu'il en a tres sagement use pour la/
proposition de la dixme.
C'est pourquoy si l'idee de la taxe sur les maisons/
n'a rien en elle meme qui la fasse paroistre,/
impossible a S. A. R., il seroit necessaire que/
1.° S. A. R. ne s'ouvrit a personne de son dessein/
sur cette taxe
2.° Que prealablement a tout elle s'assurat quelle/
peut estre le produit d'une taxe sur les maisons/
3.° Que pour cet effet Sa Majeste rendit un/
arrest qui sous un autre pretexte que celuy/
(P- 18)
d'une taxe des maisons ordonnat a touts proprietaries/
de fournir leur declaration du prix en fond et du/
prix du loyers desd. maisons.
Quand les decla[ra]tions auront ete fournies si le/
produit des loyers est tel qu'on la estime cy-dessus /
alors S. A. R. pourra establir la taxe proposee. 11/
ne faut qu'un edit qui supprime les aydes, les/
douannes, et qui ordonne en meme temps lad. taxe.
A l'egard de l'execution un homme seul/
－265（16）－




qui ordonne aux proprietariesdes maisons de/
donner la declarationde la valeur en fond, et du prix/
du loyer de leurs maisons




de Lettre pour les intendants/
Le Roy vous envoye copie de l'arrest/
rendu en son Conseille , et vous ordonne/
de tenirla main a ce qu'ilsoit promptement execute/
pour cet effet vous ferezimprimer des exemplaires/
de declarationsconformes au modelle cy-joint,et/
vous les ferez distribueraux notaires de votre/
departmant, et leurs manderez vous envoyer/
conformement au arrest une expedition de chacune/
des declarationsqu'ilsauront receus,lesquelles/
expeditions vous adresserez ensuitte a ./
/
que Sa Majeste a nomme pour en estrele/
－264（17）－
depositaire,les modelles que vous envoyerez/
aux notairesdoivent egallement servirtout/
pour les minuttes que pour les expeditions.









Lequel a declare que lad. maison vaut en fond/
la somme de
et a estime le prix du loyer par chacun an a la/
somme de
en foi de quoi a signe
　４．結びに代えて
　以上が日本大学法学部図書館が所蔵しているマニュスクリプトの第４論
文とＰ.アルサソ編『ジョン・ロー全集』第３巻所収の第ＸＸ論文を比較し
て知り得たことの概要である。
　上の＊Ｂで見た通り『全集』第３巻ではNiortという地名がNoyonと誤
記されているが，このマニュスクリプトではそれがNyortと正しく記載さ
　　　　　　　　　　　　　　　－263（18）－
れている。 Niortはこの論文が書かれた年の１月に十分の一税が試みられ
た重要な徴税区＝エレクシオンであるから，少しでもこの試みにかかわり
を持った者ならば，それを誤記することはまず考えられないのではあるま
いか。『全集』第１巻で「これは明白な書き違いである」と述べられてい
るごこの点から見て，筆者はこのマニュスクリプトの方がアルサンが用い
たフランス外務省古文書館所蔵のテキストよりもオリジナリティの点で優
れているのではないかと考えている。
　筆者は，このマニュスクリプトを目にするまでは，論文の中の「命令
案」を単純に家屋税実施のために必要な手続きとだけ考えていた。　しかし
第４論文にだけ見られる＊Ｄ「方法」という節を読むと，これは「家屋税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
のそれとは異なる口実を設けて，すべての家屋所有者をして，かれらの家
屋の資産価格と賃貸価格にかんする申告書を提出せしめる命令」（下線は
中村のもの）であって，この段階で家屋税構想そのものを知っていたのは
ローと摂政の二人だけであったことになる。
　したがってこの「命令案」は家屋税に関連するものとしてではなく，外
見上は家屋の資産価格と賃貸価格の上昇を抑えるためだけに申告を命じる
という形をとっている。しかも命令案ではその申告価格を今後じっさいに
取り引きが行なわれるさいの売買価格および賃貸価格の上限とすることが
明言されているから，この新税計画に気付かない家屋の所有者たちは出来
るだけ高い価格を申告しようと努めるであろう。
　ところがひとたびこの家屋税が実施されることになると，さきに拙稿
「ジョン・ローの税制改革案」でも述べた通り5），賃貸価格はこの租税の課
税標準になるから，納税者たるべき家屋の所有者たちは自分で自分の課税
標準を大きく申告し，自ら租税負担を加重することになるだろう。この点
に人間の心理の盲点を衝くローの政策の特徴の一端が窺われる。ここであ
らためて思い出されるのは，「大事なのは上述の申告書が真実かつ正確で
あることを保証する方法である。それには絶対確実だと思われる方法が提
　　　　　　　　　　　－262（19）－
案されるだろう」という自信に満ちたローの言葉である。
　この申告価格に基づいて，「摂政殿下は・・・・家屋に対する租税の収
入がどれだけになり得るかを確認なさる」のである。その結果，上述のよ
うにこの家屋税が7400万リーヴル以上の収入を齋らしうることが確認され
れば，その場合に初めて「飲料消費税，内国関税を廃止し，同時にこの租
税を命じる勅令」が発せられて，家屋税が実現を見ることになるのである。
　このように＊Ｄ「方法」という１節の有無はこの論文の性格を著しく変
えるほどの重要性をもっており，それを含むいくつかの追加的記述を備え
たこのマニュスクリプトは，フランス大蔵省古文書館のテキストよりも
いっそうロー自身の原文に近いのではないかと推察される。
　前掲の拙稿で筆者は，「公証人の立会のもとに家賃（賃貸価格）の申告書
を作成させて，その写しを地方長官に提出させるという発想はとてもアン
シャン・レジームのものとは思われない。整備された現代の税法による申
告所得税について語っているかのような錯覚に陥りそうである」と述べた。
この第４論文で，さらにローが画一的な申告書のモデルを示し，しかもそ
れを印刷して公証人たちに配布すべきことを全国の地方長官に命じようと
していたことを知って，いっそうその感を深くしている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1993.07.07）
一261（20）－
付記　１
　　筆者は日本大学法学部図書館司書・石堂光治氏の示唆によって初めてこの
　　マニュスクリプトの存在を知った。同図書館は，この貴重な資料につい
　　て，筆者の度重なる閲覧と煩雑な希望にそのつど懇切かつ的確に応えて下
　　さった。記して深く謝意を表する。
付記　２
　　本論文は平成４年度成城大学特別研究助成による共同研究「近代西欧にお
　　ける文化・思想・社会・経済の発展の比較史的研究」の，筆者の研究分担
　　分の成果の一部を公表したものである。
5）前掲拙稿p. 197.
－260（21）－
